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・成年後見制度利用支援事業に関すること　・生活支援体制整備に関すること

・保健、医療及び福祉に係る計画の策定及び進行管理に関すること

・地域福祉審議会の運営に関すること

保健福祉計画係

いきがい支援係

・高齢者福祉住宅に関すること　　　　　　　　　　　・区立特別養護老人ホームの運営に関すること　

高齢者福祉住宅・施設係

・ひとりぐらし等高齢者への支援・助成に関すること　・ねたきり等高齢者への支援・助成に関すること

・地域密着型サービス基盤等の整備に関すること　　　・特別養護老人ホームの整備に関すること

・高齢者福祉の計画に関すること

・短期入院病床確保事業に関すること

高齢者支援係

・特別養護老人ホーム及び養護老人ホームの入所等に関すること   ・高齢者虐待防止に関すること

介護基盤整備係

・区立在宅ケア多機能センターの運営に関すること    ・介護人材確保対策に関すること

・高齢者見守り訪問に関すること　　　　・地域ケア会議に関すること

地域包括支援センター
(北部,東部,中央,南部,西部)

※包括的支援事業等を委託

・敬老事業、老人いこいの家管理、竹の子クラブの活動支援、シルバーパス

・高齢者の生きがい事業に関すること　　　　　　　　・高齢者センターの運営に関すること

１　組織及び事務分掌
区 長

副 区 長

健康福祉部

介護保険管理係

・介護保険制度に関すること　　　　　　・介護保険指定事業者の支援に関すること

・介護保険特別会計に関すること　　　　・介護保険システムに関すること

（令和6年４月１日現在）

介護保険計画係

健康福祉計画課

高 齢 福 祉 課

在宅事業係

・在宅療養の推進に関すること　　　　　・居住支援協議会に関すること

・生活支援サービスの体制整備に関すること

・介護予防ケアマネジメントに関すること

・一般介護予防事業の一部に関すること

・介護保険認定申請の受付等に関すること

・保健福祉サービスの受付等に関すること

・保健福祉の総合相談支援に関すること

・総合相談支援に関すること

・高齢者虐待防止などの権利擁護に関すること

・包括的・継続的ケアマネジメントに関すること

・在宅医療・介護連携の推進に関すること

・認知症施策の推進に関すること

・災害時要配慮者支援に関すること

要配慮者支援係

・事業者指導(地域密着型介護サービス事業所や居宅介護支援事業所等､その他東京都が指定権限を有する事業所)

・地域包括支援センターに関すること　　・見守りネットワークに関すること　　

地域ケア推進係

・保健福祉の総合相談支援に関すること

・受験生チャレンジ支援資金貸付の相談・受付に関すること　・住まいの相談に関すること

ふくしの相談係

保健係

・訪問保健相談に関すること

・生活困窮者の相談・自立支援に関すること　　・住居確保給付金に関すること

くらしの相談係

・介護保険事業計画に関すること　　　　・介護基盤整備に関すること

・地域密着型サービス及び居宅介護支援の事業者指定に関すること

・介護認定事務の総括に関すること　　　・主治医意見書に関すること

・介護認定審査会に関すること　　　　　・障害者控除の対象者認定に関すること

認定調査係

認定審査係

介護事業者指定係

・介護予防・日常生活支援総合事業の事業者指定に関すること

介 護 保 険 課

介護保険資格・保険料係

・介護認定調査に関すること

・介護保険被保険者の資格に関すること　・第１号被保険者の介護保険料の賦課、減免に関すること

・認知症対策に関すること　　・認知症早期診断・早期対応に関すること　　　・介護者の会に関すること

介護保険給付係

介護予防係

・介護予防事業に関すること

・第１号被保険者の介護保険料の収納、還付、督促、滞納処分等に関すること

・介護保険の保険給付に関すること　　　・介護保険に係る利用者負担金の減免に関すること

・介護保険の高額介護サービス費資金貸付けに関すること　　・介護給付適正化に関すること

認知症施策推進係
福祉総合課

・介護予防・日常生活支援総合事業の運営に関すること

地域福祉推進係

指導検査係



２　高齢者人口の推移

（単位：人）

（３年４月１日） （４年４月１日）

目黒区の人口 281,093 278,415 279,251 280,126

　０～39歳 122,761 119,869 119,994 120,105

　40～64歳 102,986 103,329 104,196 104,789

65～74歳 25,562 24,977 23,826 23,148

75歳以上 29,784 30,240 31,235 32,084

（後期高齢者割合） (10.60%) (10.86%) (11.19%) (11.45%)

　高齢者人口 55,346 55,217 55,061 55,232

　（高齢化率） (19.69%) (19.83%) (19.72%) (19.72%)

※「後期高齢者」とは75歳以上をいう。

（２）高齢化率

  介護保険制度は平成12年度からスタートし、現在25年目を迎えているが、令和2年度から5
年度までの目黒区の人口を見ると967人減少し、高齢者数は114人の減である。
　目黒区の高齢化率は、令和2年度（令和3年４月１日現在。年度末の数値に代えてその翌日
の住民基本台帳における数値を用いる。以下このページにおいて同様とする。）の19.69％か
ら、令和5年度（令和6年４月１日）には19.72％で0.03ポイント高くなっており、上昇傾向に
ある。
　後期高齢者割合についても、令和2年度から5年度までの間で0.85ポイント増えており、さ
らに上昇傾向にある。
　なお、令和6年１月１日現在の住民基本台帳に基づく都民数は13,911,902人、高齢者数が
3,143,256人で、高齢化率は22.59％であった。同日現在の目黒区の高齢化率は19.76%であ
り、都の高齢化率に対し、目黒区の高齢化率は2.83ポイント低かった。

４年度

（５年４月１日）

５年度

（6年４月１日）
年 齢 別

（１）人口の推移（住民基本台帳より）

３年度２年度

19.69% 19.83%
19.72% 19.72%

10.60% 10.86% 11.19% 11.45%
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３　被保険者 

　被保険者は、第１号被保険者と第２号被保険者に分けられる。65歳以上を第１号被保険者、

40歳以上65歳未満の医療保険加入者を第２号被保険者という。なお、目黒区から区外の特別

養護老人ホーム等の介護保険施設に入所するために住所を変更した場合は、引き続き目黒区

の被保険者となる（住所地特例）。

（１）第１号被保険者数

（単位：人）

年齢区分

　65歳以上 75歳未満

　75歳以上 85歳未満

　85歳以上

　（再掲）外国人被保険者

　（再掲）住所地特例被保険者

合  計

（２）納付方法別被保険者数

　第１号被保険者は被保険者一人ひとりが介護保険料を納めるが、第２号被保険者は、加入し

ている医療保険の保険料と一括して納める。第１号被保険者の納付方法には、特別徴収と普通

徴収の２種類の方法があり、受給している老齢・退職・遺族・障害年金が年額18万円以上の場

合には、原則、年金から保険料が天引きされる特別徴収対象者となる。それ以外に該当する者

が、納付書等での個別納付となる普通徴収対象者である。

（単位：人）

年度

(551)

(1,006)

(513)

55,779

(630)

合　　　計普通徴収対象者

(1,008) (1,010)

特別徴収対象者

56,076

(986)

55,865

25,618

2年度

19,120

4年度

23,882

20,261

3年度

25,023

19,376

11,338 11,522 11,636

55,921

55,77948,125 7,654

56,0767,039

5 47,758 8,107 55,865

5年度

23,175

21,121

11,569

(662)

4

48,679 7,242 55,921

49,037

3

2



（３）所得段階別被保険者数

　介護保険料は、本人や本人の属する世帯の住民税課税の有無や、本人の合計所得金額などに

よって区分されている。

（単位：人、％）

年度 特別徴収対象者 普通徴収対象者  合   計 構成比

901 840 1,741 3.1
5,964 1,471 7,435 13.3
3,080 116 3,196 5.7
3,107 86 3,193 5.7
5,303 953 6,256 11.2
4,881 66 4,947 8.8
6,007 718 6,725 12.0
6,038 569 6,607 11.8
4,505 545 5,050 9.0
2,648 295 2,943 5.2
2,578 363 2,941 5.2
1,159 200 1,359 2.4

649 119 768 1.4
355 117 472 0.8
416 122 538 1.0
397 124 521 0.9

1,049 335 1,384 2.5
49,037 7,039 56,076 100.0

877 838 1,715 3.1
5,774 1,543 7,317 13.1
3,168 140 3,308 5.9
3,145 96 3,241 5.8
5,141 888 6,029 10.8
4,974 78 5,052 9.0
5,820 675 6,495 11.6
6,029 601 6,630 11.9
4,625 576 5,201 9.3
2,691 308 2,999 5.4
2,582 412 2,994 5.3
1,073 205 1,278 2.3

620 144 764 1.4
390 144 534 0.9
420 124 544 1.0
366 139 505 0.9
984 331 1,315 2.3

48,679 7,242 55,921 100.0
869 804 1,673 3.0

5,677 1,622 7,299 13.1
3,191 138 3,329 6.0
3,256 89 3,345 6.0
4,890 944 5,834 10.5
4,897 69 4,966 8.9
5,843 695 6,538 11.7
5,944 653 6,597 11.8
4,429 552 4,981 8.9
2,557 333 2,890 5.2
2,539 455 2,994 5.4
1,116 247 1,363 2.4

655 198 853 1.5
438 128 566 1.0
428 149 577 1.0
406 181 587 1.1
990 397 1,387 2.5

48,125 7,654 55,779 100.0

2

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16

16
17
合計

7
8
9
10
11
12
13
14
15

5
6

6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16

17
合計

17
合計

3

1
2
3
4
5

所得
段階

4

1
2
3
4



年度 特別徴収対象者 普通徴収対象者  合   計 構成比
所得
段階

826 778 1,604 2.9
5,600 1,665 7,265 13.0
3,300 137 3,437 6.2
3,310 86 3,396 6.1
4,720 957 5,677 10.2
4,802 71 4,873 8.7
5,945 757 6,702 12.0
5,776 720 6,496 11.6
4,417 633 5,050 9.0
2,639 441 3,080 5.5
2,505 460 2,965 5.3
1,094 268 1,362 2.4

591 179 770 1.4
389 142 531 1.0
413 177 590 1.1
423 172 595 1.1

1,008 464 1,472 2.6
47,758 8,107 55,865 100.0

※端数処理の関係で構成比の単純合計は100％とならないことがある。

（４）第１号被保険者資格取得喪失事由状況

　主な事由としては、65歳以上の人が転入、または誕生日で65歳になると第１号被保険者の資

格を取得（資格変更）する。また、65歳以上の人が転出、死亡すると資格を喪失する。
（単位：人）

年度 資格取得(変更)者 資格喪失者 増減
第一号被
保険者数

553 - - -
2,348 - - -

- 845 - -
- 1,978 - -

16 59 - -
2,917 2,882 35 56,076

568 - - -
2,311 - - -

- 834 - -
- 2,192 - -

10 18 - -
2,889 3,044 -155 55,921

610 - - -
2,478 - - -

- 933 - -
- 2,278 - -

16 35 - -
3,104 3,246 -142 55,779

597 - - -
2,625 - - -

- 886 - -
- 2,206 - -

13 57 - -
3,235 3,149 86 55,865

5

 転入
 65歳到達
 転出
 死亡
 その他

合  計

4

 転入
 65歳到達
 転出
 死亡
 その他

合  計

2

 転入
 65歳到達
 転出
 死亡
 その他

合  計

3

 転入
 65歳到達
 転出
 死亡
 その他

合  計

事  由

5

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
合計



４　介護保険料 

（１） 保険料算定のしくみ

  ３年間の目黒区における介護サービス利用量見込み等から、１人あたりの平均的な保険料額を

   基準額　  介護サービス総費用及び地域支援事業総事業費のうち第１号被保険者の負担分

  （年額）                           目黒区の第１号被保険者数

（２）保険料の所得段階及び保険料額

　本人や本人の属する世帯の住民税の課税の有無と本人の合計所得金額などによって、下表のとお

り所得段階１～17に区分されている。

第８期保険料（3年度から5年度まで） （単位：円）

所得段階 算定式

1  基準額×0.30
 (軽減前0.50)

2
 基準額×0.30
 (軽減前0.50)

3  基準額×0.35
 (軽減前0.60)

4  基準額×0.65
 (軽減前0.70)

5  基準額×0.85

6
（基準額）

 基準額×1.00

7  基準額×1.10

8  基準額×1.20

9  基準額×1.40

10  基準額×1.60

11  基準額×1.90

12  基準額×2.10

13  基準額×2.40

14  基準額×2.70

15  基準額×3.00

16  基準額×3.30

17  基準額×3.60

算出し、基準保険料額として定めている。これは、概ね次のような算式で計算される。

＝

年額 平均月額 対象者判定基準（所得等の状況）

22,320
（軽減前37,200）

1,860
（3,100）

生活保護受給者、老齢福祉年金受給者で世帯
全員の住民税が非課税

22,320
（軽減前37,200）

1,860
（3,100）

世帯全員の住民税が非課税で、本人の課税年
金収入額＋その他の合計所得金額が80万円以
下

26,040
（軽減前44,640）

2,170
（3,720）

世帯全員の住民税が非課税で、本人の課税年
金収入額＋その他の合計所得金額が80万円を
超え120万円以下

48,360
（軽減前52,080）

4,030
（4,340）

世帯全員の住民税が非課税で、本人の課税年
金収入額＋その他の合計所得金額が120万円を
超える

63,240 5,270
本人の住民税が非課税、世帯員が課税で、
本人の課税年金収入額＋その他の合計所得金
額が80万円以下

74,400 6,200
本人の住民税が非課税、世帯員が課税で、
本人の課税年金収入額＋その他の合計所得金
額が80万円を超える

81,840 6,820
本人の住民税が課税で、
合計所得金額が125万円未満

89,280 7,440
　　  〃 　　 125万円以上200万円未満

104,160 8,680
　　  〃 　　 200万円以上300万円未満

119,040 9,920
　　  〃 　　 300万円以上400万円未満

141,360 11,780
　　  〃 　　 400万円以上600万円未満

156,240 13,020
　　  〃 　　 600万円以上800万円未満

178,560 14,880
　　  〃 　　 800万円以上1,000万円未満

200,880 16,740
　　  〃 　　 1,000万円以上1,200万円未満

223,200 18,600
　　  〃 　　 1,200万円以上1,500万円未満

245,520 20,460
　　  〃 　　 1,500万円以上2,000万円未満

267,840 22,320
　　  〃 　　 2,000万円以上




